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単体情報
財務諸表

■貸借対照表
（資産の部） （単位：百万円）

科 目 前事業年度
（2024年3月31日現在）

当事業年度
（2025年3月31日現在）

現金預け金 1,843,327 1,275,886
現金 61,223 53,079
預け金 1,782,104 1,222,806

買入金銭債権 ― 0
商品有価証券 268 166
商品国債 56 51
商品地方債 212 115

金銭の信託 3,351 3,350
有価証券 2,296,691 2,196,387
国債 340,465 204,856
地方債 764,699 727,231
社債 185,938 164,172
株式 226,336 218,161
その他の証券 779,250 881,966

貸出金 6,467,848 6,845,112
割引手形 20,553 12,707
手形貸付 16,556 9,292
証書貸付 5,860,810 6,293,247
当座貸越 569,927 529,865

外国為替 8,445 18,059
外国他店預け 8,445 18,048
買入外国為替 ― 8
取立外国為替 ― 2

その他資産 88,817 87,470
前払費用 66 288
未収収益 9,506 10,713
先物取引差金勘定 174 181
金融派生商品 8,355 17,837
金融商品等差入担保金 29,785 20,027
その他の資産 40,929 38,422

有形固定資産 61,431 60,888
建物 18,792 18,907
土地 37,109 37,008
リース資産 497 433
建設仮勘定 450 254
その他の有形固定資産 4,581 4,284

無形固定資産 8,074 7,542
ソフトウエア 7,594 7,063
その他の無形固定資産 480 479

前払年金費用 9,233 14,478
繰延税金資産 2,898 15,441
支払承諾見返 8,609 8,494
貸倒引当金 △35,412 △28,600
資産の部合計 10,763,586 10,504,680
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（負債及び純資産の部）
（単位：百万円）

科 目 前事業年度
（2024年3月31日現在）

当事業年度
（2025年3月31日現在）

預金 8,316,236 8,462,970
当座預金 378,843 358,962
普通預金 5,936,551 6,032,382
貯蓄預金 104,733 106,361
通知預金 24,182 13,627
定期預金 1,787,491 1,828,900
定期積金 220 105
その他の預金 84,213 122,630

譲渡性預金 206,003 209,438
コールマネー 40,880 5,233
売現先勘定 136,841 113,982
債券貸借取引受入担保金 283,947 37,236
借用金 1,120,429 1,039,065
借入金 1,120,429 1,039,065

外国為替 341 452
売渡外国為替 154 147
未払外国為替 187 305

社債 50,000 40,000
信託勘定借 13,575 13,635
その他負債 66,426 69,825
未払法人税等 5,861 8,560
未払費用 6,219 8,120
前受収益 1,576 2,050
給付補填備金 0 0
金融派生商品 39,591 30,264
金融商品等受入担保金 4,049 3,648
リース債務 496 433
その他の負債 8,632 16,748

役員賞与引当金 61 77
役員退職慰労引当金 116 92
睡眠預金払戻損失引当金 154 ―
偶発損失引当金 915 1,002
再評価に係る繰延税金負債 6,902 7,036
支払承諾 8,609 8,494
［負債の部合計］ ［10,251,442］ ［10,008,544］
資本金 48,652 48,652
資本剰余金 29,120 29,114
資本準備金 29,114 29,114
その他資本剰余金 5 ―

利益剰余金 416,582 432,324
利益準備金 43,548 43,548
その他利益剰余金 373,034 388,776
圧縮記帳積立金 1,209 1,214
別途積立金 329,650 344,650
繰越利益剰余金 42,174 42,911

自己株式 △17,146 △14,639
株主資本合計 477,208 495,452

その他有価証券評価差額金 21,399 △10,986
繰延ヘッジ損益 942 △581
土地再評価差額金 12,593 12,251

評価・換算差額等合計 34,934 683
［純資産の部合計］ ［512,143］ ［496,135］
負債及び純資産の部合計 10,763,586 10,504,680
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■損益計算書 （単位：百万円）

科 目
前事業年度

(2023年4月 1日から)2024年3月31日まで

当事業年度

(2024年4月 1日から)2025年3月31日まで
経常収益 166,740 184,952
資金運用収益 106,113 132,849
貸出金利息 69,180 80,774
有価証券利息配当金 35,827 47,672
コールローン利息 12 78
預け金利息 1,002 3,871
その他の受入利息 89 452

信託報酬 37 22
役務取引等収益 24,550 25,239
受入為替手数料 4,203 4,298
その他の役務収益 20,347 20,940

その他業務収益 3,611 3,239
外国為替売買益 1,719 3,116
商品有価証券売買益 ― 4
国債等債券売却益 1,317 117
国債等債券償還益 ― 0
金融派生商品収益 574 ―

その他経常収益 32,427 23,600
償却債権取立益 9 259
株式等売却益 32,059 22,625
金銭の信託運用益 ― 2
その他の経常収益 358 714

経常費用 127,553 127,379
資金調達費用 39,770 50,281
預金利息 4,672 12,514
譲渡性預金利息 637 392
コールマネー利息 3,390 1,230
売現先利息 6,501 6,635
債券貸借取引支払利息 3,291 2,864
借用金利息 1,149 1,072
社債利息 272 521
金利スワップ支払利息 19,171 24,941
その他の支払利息 682 108

役務取引等費用 9,649 10,208
支払為替手数料 403 480
その他の役務費用 9,246 9,727

その他業務費用 25,887 11,878
商品有価証券売買損 8 ―
国債等債券売却損 25,376 11,071
国債等債券償還損 501 781
国債等債券償却 0 ―
金融派生商品費用 ― 25

営業経費 49,706 49,845
その他経常費用 2,540 5,165
貸倒引当金繰入額 293 2,092
貸出金償却 5 4
株式等売却損 1,749 2,367
株式等償却 23 22
金銭の信託運用損 0 ―
その他の経常費用 468 678

経常利益 39,186 57,573
特別利益 210 167
固定資産処分益 210 167

特別損失 1,013 805
固定資産処分損 226 487
減損損失 787 318

税引前当期純利益 38,382 56,935
法人税、住民税及び事業税 10,334 14,049
法人税等調整額 △104 2,458
法人税等合計 10,229 16,508
当期純利益 28,153 40,427
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■株主資本等変動計算書
前事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
当期首残高 48,652 29,114 ― 29,114 43,548 2,006 314,650 35,828 396,033
当期変動額
剰余金の配当 △8,033 △8,033
圧縮記帳積立金の積立 84 △84
圧縮記帳積立金の取崩 △880 880
別途積立金の積立 15,000 △15,000
当期純利益 28,153 28,153
自己株式の取得
自己株式の処分 5 5
土地再評価差額金の取崩 428 428
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 5 5 ― △796 15,000 6,345 20,549
当期末残高 48,652 29,114 5 29,120 43,548 1,209 329,650 42,174 416,582

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △9,233 464,567 △4,453 250 13,022 8,819 473,386
当期変動額
剰余金の配当 △8,033 △8,033
圧縮記帳積立金の積立
圧縮記帳積立金の取崩
別途積立金の積立
当期純利益 28,153 28,153
自己株式の取得 △8,001 △8,001 △8,001
自己株式の処分 88 94 94
土地再評価差額金の取崩 428 428
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 25,853 691 △428 26,115 26,115

当期変動額合計 △7,913 12,641 25,853 691 △428 26,115 38,757
当期末残高 △17,146 477,208 21,399 942 12,593 34,934 512,143
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当事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
当期首残高 48,652 29,114 5 29,120 43,548 1,209 329,650 42,174 416,582
当期変動額
剰余金の配当 △12,407 △12,407
圧縮記帳積立金の積立 56 △56
圧縮記帳積立金の取崩 △51 51
別途積立金の積立 15,000 △15,000
当期純利益 40,427 40,427
自己株式の取得
自己株式の処分 35 35
自己株式の消却 △41 △41 △12,417 △12,417
土地再評価差額金の取崩 139 139
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― △5 △5 ― 4 15,000 737 15,741
当期末残高 48,652 29,114 ― 29,114 43,548 1,214 344,650 42,911 432,324

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △17,146 477,208 21,399 942 12,593 34,934 512,143
当期変動額
剰余金の配当 △12,407 △12,407
圧縮記帳積立金の積立
圧縮記帳積立金の取崩
別途積立金の積立
当期純利益 40,427 40,427
自己株式の取得 △10,003 △10,003 △10,003
自己株式の処分 51 86 86
自己株式の消却 12,459
土地再評価差額金の取崩 139 139
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △32,385 △1,523 △341 △34,251 △34,251

当期変動額合計 2,507 18,243 △32,385 △1,523 △341 △34,251 △16,007
当期末残高 △14,639 495,452 △10,986 △581 12,251 683 496,135
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■注記事項
（重要な会計方針）
1．商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）に

より行っております。

2．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、
その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行ってお
ります。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し

ております。
また、外貨建その他有価証券のうち債券に係る換算差額について、外貨ベース

の時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差額については為替差
損益として処理しております。

⑵ 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記1．及び
2．⑴と同じ方法により行っております。

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4．固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定額法により償却しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物：6年〜50年
その他：3年〜20年

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウ

エアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しておりま
す。

⑶ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資

産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存
価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額
とし、それ以外のものは零としております。

5．繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

6．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として決算日の為替相場による円換算

額を付しております。

7．引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお
ります。
① 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に

係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権につ
いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除し、その残額を計上しております。

② 現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認め
られる債務者（破綻懸念先）に係る債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額（非保全額）に対
して、必要と認める額を計上しております。
Ａ 与信額が一定額以上の大口債務者に係る債権については、合理的に見積

もられたキャッシュ・フローによる回収可能額を非保全額から控除した
残額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）により計上
しております。

Ｂ 上記以外の債務者に係る債権については、非保全額からの今後3年間の
予想損失額を貸倒引当金として計上しております。予想損失額は3年間
の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の長期平均値を求め、これに足元の
貸倒実績率に基づく調整等必要な修正を加えて算定しております。

③ 貸出条件緩和債権を有する債務者等今後の管理に注意を要する債務者（要注
意先）に係る債権については、債権額に対して、必要と認める額を計上して
おります。
Ａ 与信額が一定額以上の大口債務者に係る債権については、債権の元本の

回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的な方法により
見積り、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と
債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー
見積法（DCF法））により計上しております。

Ｂ 上記以外の債務者に係る債権については、今後3年間の予想損失額を貸
倒引当金として計上しております。予想損失額は3年間の貸倒実績を基
礎とした貸倒実績率の長期平均値を求め、これに足元の貸倒実績率に基
づく調整等必要な修正を加えて算定しております。

④ ①〜③以外の債務者（正常先）に係る債権については、今後1年間の予想損
失額を貸倒引当金として計上しております。予想損失額は1年間の貸倒実績
を基礎とした貸倒実績率の長期平均値を求め、これに足元の貸倒実績率に基
づく調整等必要な修正を加えて算定しております。
（注）予想損失率におけるグルーピング

予想損失率は、一定期間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率に基づ
き算出しており、正常先は1区分、要注意先は以下の2区分、破綻懸
念先は1区分の4区分にグルーピングしております。
・要注意先のうち、当該債務者の債権の全部または一部が要管理
債権（三月以上延滞債権または貸出条件緩和債権）である債務
者（要管理先）及び貸出条件の変更等を行ったが経営改善計画
等により貸出条件緩和債権に該当しないため要管理先としてい
ない債務者等に係る債権

・上記以外の要注意先に係る債権
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
⑵ 役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の
支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

⑶ 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及
び数理計算上の差異の処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用：
その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定
額法により損益処理

数理計算上の差異：
各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

⑷ 役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認めら
れる額を計上しております。

⑸ 睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの

払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認
める額を計上しております。

⑹ 偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度負担金の支払いに備え

るため、過去の実績に基づき、将来の支払見込額を計上しております。

8．ヘッジ会計の方法
⑴ 金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業
における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年3月17日。以下「業種別委員
会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ
有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象
となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）
期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。
また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っておりま

す。
⑵ 為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法
は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月8日）に規
定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨
建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び
為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等
に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするた

め、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証
券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に
包括ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。

9．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結

財務諸表における会計処理の方法と異なっております。

（重要な会計上の見積り）
会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であっ

て、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を与える可能性があるものは、次のとお
りです。
貸倒引当金
⑴ 当事業年度の財務諸表に計上した金額

貸倒引当金 28,600百万円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表〔注記事項〕（重要な会計上の見積り）に同一の内容を記載して
いるため、記載を省略しております。
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（貸借対照表関係）
1．関係会社の株式又は出資金の総額

株式 7,907百万円
出資金 3,201百万円

2．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のと
おりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の
償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債
の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸
出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各
勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合の
その有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

破産更生債権及び
これらに準ずる債権額 23,389百万円

危険債権額 35,918百万円
三月以上延滞債権額 5,582百万円
貸出条件緩和債権額 24,923百万円
合計額 89,813百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生
手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営

成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅

延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当し
ないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに
三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

3．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理してお
ります。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担
保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次のと
おりであります。

12,716百万円

4．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 918,248百万円
貸出金 795,590百万円
その他の資産 1,000百万円
計 1,714,838百万円

担保資産に対応する債務
預金 71,765百万円
売現先勘定 113,982百万円
債券貸借取引受入担保金 37,236百万円
借用金 1,039,065百万円
その他の負債 2,493百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、
次のものを差し入れております。

金融商品等差入担保金 20,027百万円
その他の資産 30,171百万円

また、その他の資産には、保証金が含まれておりますが、その金額は次のとおり
であります。

保証金 1,258百万円
なお、手形の再割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として

処理しておりますが、当事業年度中における取引はありません。

5．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実
行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定
の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融
資未実行残高は次のとおりであります。

融資未実行残高 1,394,274百万円
うち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）

1,304,691百万円
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるも
のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ
の他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極
度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお
いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予
め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直
し、与信保全上の措置等を講じております。

6．有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 3,110百万円
（当該事業年度の圧縮記帳額） （―百万円）

7．社債には、劣後特約付社債が含まれております。
劣後特約付社債 40,000百万円

8．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）に
よる社債に対する保証債務の額

34,723百万円

9．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額
35百万円

10. 元本補填契約のある信託の元本金額は次のとおりであります。
金銭信託 13,635百万円

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式
時価のあるものは該当ありません。なお、市場価格のない子会社株式及び出資金並

びに関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりであります。
（単位：百万円）

子会社株式及び出資金 11,004
関連会社株式 103

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 6,116百万円
退職給付引当金 4,969
その他有価証券評価差額金 5,210
有価証券評価損 552
減価償却 432
その他 5,294

繰延税金資産小計 22,575
評価性引当額 △2,359
繰延税金資産合計 20,216
繰延税金負債
退職給付信託 △4,188
その他 △585

繰延税金負債合計 △4,774
繰延税金資産の純額 15,441百万円

（重要な後発事象）
（当行と株式会社第四北越フィナンシャルグループの経営統合に関する基本合意につ
いて）

当行は、2025年4月24日開催の取締役会において、株式会社第四北越フィナン
シャルグループ（以下「第四北越フィナンシャルグループ」といい、当行と第四北
越フィナンシャルグループを併せ、以下「両社」といいます。）と、相互信頼およ
び対等統合を基本的な方針とする経営統合（以下「本経営統合」または「本件」と
いいます。）の実現を目指すことについて基本合意することを決議し、両社の間で
基本合意書を締結いたしました。
1．本経営統合の理念と目的
本経営統合は、現状でもそれぞれの営業エリアにおいて盤石な顧客基盤をもち、

堅調な収益力と強固な財務基盤をもつ両社が統合することにより、経営の規模と質
の両面で地方銀行トップクラスの新金融グループへとステップアップを目指すもの
です。
両社は相互信頼および対等統合を基本的な方針とし、それぞれの営業地盤におい

て培ったお客さまとの信頼関係や地域への理解を結集させ、コンサルティング機能
を拡充、高度化させることにより、地域への貢献と企業価値の持続的向上により一
層取り組んでまいります。
また、規模の経済を働かせた合理化・効率化のメリットを最大限発揮するととも

に、それぞれの強みを活かしたお客さまへの付加価値の提供により、将来にわたっ
て持続可能なビジネスモデルを構築してまいります。
さらには、両社の経営資源のポテンシャルを最大限に発揮させるため強固なグル

ープ経営管理態勢を整備し、持続的な成長と企業価値の向上を着実に実現させてい
くことにより、お客さま、地域、株主の皆さまの期待に応えることができる価値あ
る地域金融グループを目指してまいります。
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2．統合の形態
本経営統合は持株会社方式によるものとし、効率的に経営統合を進める観点から

一般的に用いられている手法を採用し、既に持株会社体制となっている第四北越フ
ィナンシャルグループを新しい金融グループの持株会社として活用する予定です。
具体的には、両社の株主総会において本経営統合に必要な事項の承認が得られる

こと、および本経営統合を行うにあたり必要となる関係当局の許認可が得られるこ
とを前提として、2027年４月１日を目途に、第四北越フィナンシャルグループの
商号を変更したうえで（具体的な商号は本経営統合に関する最終契約（以下「本件
最終契約」といいます。）において定める予定です。以下、商号変更後の持株会社
を「統合持株会社」といいます。）、当行が統合持株会社と株式交換を行い、経営統
合を行う予定です。当行は、株式交換により第四北越銀行と並んで統合持株会社の
完全子会社となりますので、当行の株式は、株式交換の効力発生日に先立ち、東京
証券取引所を上場廃止となる予定です。
また、経営統合時の統合持株会社の本店所在地は、両社間で協議の上、本件最終

契約において定める予定です。なお、子会社となる当行および第四北越銀行の本店
所在地は変わりません。統合当初の機関は、監査等委員会設置会社とすることを想
定しておりますが、その詳細については、両社間で協議の上、本件最終契約におい
て定める予定です。
なお、本経営統合の形態については、今後両社で継続的な協議・検討の上、変更

する可能性があります。

3．株式交換比率
今後実施するデュー・ディリジェンスの結果および両社がそれぞれ起用する第三

者算定機関による、当該第三者算定機関が適切と考える手法を用いた株式交換比率
算定の結果等を踏まえて、決定次第公表いたします。

4．統合準備委員会の設置
両社は、円滑な本経営統合の実現に向けて、統合準備委員会を設置し、本経営統

合に関する協議を集中的に行ってまいります。

5．今後のスケジュール

2026年3月（予定） 本件最終契約締結
2026年12月（予定） 両社臨時株主総会開催
2027年4月1日（予定） 株式交換効力発生日

（注）上記は現時点における予定であり、両社の今後の協議等によって変更になる場
合がございます。また、本経営統合の実行にあたっては、必要となる関係当局
の許認可（Form F-4による登録届出書の米国証券取引委員会（以下「SEC」
といいます。）への提出および効力発生を含みます。）が得られることを前提と
していますが、当該許認可の取得状況等によって、本経営統合の日程が遅延す
る事由が生じた場合には、速やかに公表いたします。

6．両社の概要（2025年3月末時点）

名称 群馬銀行 第四北越
フィナンシャルグループ

所在地 群馬県前橋市元総社町194番地 新潟県新潟市中央区
東堀前通七番町1071番地1

代表者の役職・氏名 代表取締役頭取 深井 彰彦 代表取締役社長 殖栗 道郎

事業内容 銀行業

銀行、その他銀行法により子
会社とすることができる会社
の経営管理およびこれに付帯

関連する一切の業務
資本金 486億円 300億円

設立年月日 1932年9月12日
2018年10月1日

（第四北越銀行創立日
1873年11月2日）

発行済株式数 405,888,177株 91,885,956株
時価総額 4,709億円 2,753億円
決算期 3月31日 3月31日
総資産（連結） 10兆5,571億円 10兆9,777億円
純資産（連結） 5,629億円 4,788億円

預金等残高（単体） 8兆6,724億円 8兆7,803億円
（第四北越銀行単体）

貸出金残高（単体） 6兆8,451億円 5兆6,143億円
（第四北越銀行単体）

従業員数（連結） 2,927人 3,504人

店舗数（出張所含む） 国内160店舗（106拠点）、
海外1店舗・3事務所

国内203店舗（139拠点）、
海外1事務所

7．その他
本経営統合が実施される場合、当行の株主に対し、持株会社となる商号変更後の

第四北越フィナンシャルグループの株式が交付されることとなります。1933年米
国証券法に基づき、本経営統合について、第四北越フィナンシャルグループが
Form F-4登録届出書をSECに提出することが予定されています。
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